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1.は じめ に
日本の農 業は,現 在,大 きな岐路 に立た されて いる と言 ってよい。かつて,
滴度成長 の過程 においては,農 業の生産性の向上,総 生産の増大,そ して生
鱈水準 の向上 な どが政府 の施策 と して もはか られ,一一定の成果 を収 めて き
旋ω。 しか し,そ の後 の急速 な経済成長,国 際化の著 しい進展 は,日 本の食
料 農業,そ して農村 をめ ぐる状 況を大 き く変化 させ ることとな った。
日本の社会 は,効 率性 を優先 した大量規格生産型 の工業社 会か ら,多様化 ・
yフト化 ・省資源化 をベース とす る循環型 の社会へ転 換 しようとしてい る。
国民の意識 も,暮 らしの心地 よさ,環 境,健 康な どに重点を置 く傾 向が見 ら
れている。競争 と共生,も の とこころ,都 市 と農 村,工 業 と農業な どの調和
への途 を探 って いる と言 える。 それ とともに,食 料,農 業,農 村の価値 が認
識され,そ の役割へ の期待が高 まっている。
本 論で は,日 本 における食料,農 業,農 村 が抱 え る問題 を分析 し,今 後 の
あるべき指針 を提案す る。論中で,1999年に制定 され た食料 ・農業 ・農村基
(1)その点で,昭和36年に施行された旧農業基本法の果たした役割は大きいものと
思われる。
?
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表4日 本の食料自給率の推移(%)
1960年 1999年
供給熱量自給率 79 40
穀物自給率 82 27
出所)農林水産省 「食料需給表」
表5品 目別食料自給率目標(%)
1997年 1998年 2010年の目標値
米(上段)
うち主食用(下段)
99
103
95
100
96
100
小麦 9 9 12
大麦 ・はだか麦 7 5 14
甘藷 99 100 97
馬鈴薯 83 80 80
大豆(上 段)
うち食用(下 段)
3
14
3
15
5
21
野菜 86 84 87
果実(計) 53 49 51
みかん 112 98 101
りんご 66 66 65
その他の果実 35 34 37
牛乳 ・乳製品 71 71 75
肉類(計) 56 55 61
牛肉 36 35 38
豚肉 62 bl 73
鶏肉 68 67 73
鶏卵 96 96 98
砂糖 29 32 34
茶 89 93 96
魚介類(上 段)
うち食用(下 段)
73
60
66
57
77
66
海藻類 66 63 72
きのこ類 76 76 79
出所)農林水産省
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n非 常に不安がある
■ ある程度不安が ある
Eヨわか らない
闊 あま り不安 はない
日 全 く不安 はない
図2日 本の将来の食料供給についての考え
出所)総理府 「農産物貿易に関する世論調査」(2000年)
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出所)総 理府 「農産物貿易 に関 する世論調 査」(2000年)
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世界 の食料需給 が,人 口増加や畜産物消 費の拡大 な どによる1
の増大,環 境 問題 な どに よる農業生産 の拡大 に係 わ る制約など毒
的 には逼迫 する可能性 もあ る と見込 まれ る一方(FAO,2001),レ
給 につ いて輸入 への依存 度を強めて お り,国 民 の多 くは,将来 ド
不安 を抱 いている。 図2は その一例で ある。h
こ うした状況 に対 して,総 理府の調査で は図3の ように,∫.
4理的 な価格で安定 的に輸 入すべ きで ある とい う,農 業生産U,::
民の期待 は高 まっている。 この点への施策 につ いて は,食 料 ・
本法で も定 められ ている。 同法では,そ の他,国 内農業生産の
とを基 本 に して,輸 入 と備蓄 を適 切に組み合わせ ること,不測罰
保 障の必要性 を提起 している。
最後 に,現 在,日 本 では生野菜 な どへのセー フガー ド発動が ・
る。 そ こには,農 業従事者 の減 少,高 齢化 とい った問題に加え
産業 に よる開発型の輸入 といった現 象が起 こってい ることに留
表7卸 売市場における主な野菜の輸入割合
と価格(1999年)
野菜 輸入割合 価格
サ ヤ エ ン ドウ 58.3 31%
ニ ンニ ク 57 23
ブ ロ ッ コ リー 55.3 91%
ア ス パ ラガ ス 50 59
カボチャ 47.5 73
生シイタケ 33.1 42
シ ョ ウガ 21.8% 54
ゴボウ 15.5 65
タケ ノ コ 10% 116%
タマネギ 5.4 8Q
サ トイ モ 4.7 68%
ネギ 3.9 II/1
田所)農林水産省 「青果物卸売市場調査報告」
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る。そ して それ は,従 来 の不作時 の需要 を賄 うとい った機能,端 境 期の輸 入
というよ りは,市 場価格 の低下 を通 じて,産 地 を直 撃 し,深 刻 な状況 を招い
ている。表7は,直 近 の卸売市場 におけ る主な野菜の輸入割合 と価格で ある。
3.農 業の現 状 と課題
経営耕地の規模 と,経営部門別経営規模の推移を表 したのが表8で ある。
同表は,日本の農業の現状 と課題 を端的に表 している。農業経営の規模につ
いては,国土面積の制約や,高度成長がもたらした農地価格の上昇,兼 業化
の進行などの影響を受け,土 地制約の少ない畜産などにおいては規模拡大が
進展したものの(農林ジャーナリス トの会,2001),稲作などの土地利用型農
1業においては,規模拡大のテンポが緩やかで,北 海道を除くと,規模の小さ
い経営が多い。
農業者についても,高度成長に伴 い,農業部門か ら他産業部門への労働力
の移動が進行 したことなどから,農家戸数が一貫 して減少するとともに,兼
表8一 戸当たり平均経営規模の推移
1960年
(A)
1965年 1975年 1985年 1995年
2000年
(B)
(Bia)
経営耕地:北
海道
3.54ha 4,09 6.76 9.28 12.64 14.27 4.0倍
同:都道府県 0.77ha 0.79 1:1 1: 0.92 0.95 1.2倍
経営部門別:
水稲
55.3a 57.5 60.1 .1 85.2 ., L5倍
同:乳用牛 2.0頭 3.4 11.2 25.6 44.0 52.5 26.2倍
同:肉用牛 L2頭 1.3 3.9 8.7 17.5 24.2 20.2倍
同:養豚 2.4頭 5.7 34.4 129.0 545.2 .. 349.2倍
同:採卵鶏 一 羽 27 229 1,037 20,05928,704 35.8倍
同:ブ ロイ ラー 一 羽 892 7,596 21,40031,10035,200 39.5倍
出所)農 林省 「農(林)業セ ンサ ス」「農業構造動態調査」 「畜産統 計」「家畜の飼養動向」 「畜産物流
通統計」
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表10農 地面積の推移(単 位:万ha)
1960年11961年1965年 1975年 1985年 1995年 1997年 ..;年 1999年2000年
農地面積 607 .1' 600 557 538 ,.. 495 491 487 483
拡張面積 2.9 2.7 3.4 4.6 1.9 0.3 0.3 0.3 0.4 0.4
改廃面積 3.4 3.6 7.0 8.9 3.6 4.8 4.8 4.6 4.3 4.0
出所)農林水産省 「耕地及び作付面積統計」
表11耕 作放棄地の推移(単 位:万ha)
1980年 1990年 1995年 2000年
耕作放棄地 9.7 is.i 量6.2 21.0
うち中山間地域 5.3 8.4 8.7 11.1
出所)農林水産 省 「農林業セ ンサ ス」
機能の維持増進を課題 としてあげている。 これに対 して旧農業基本法では,
農業従事者の地位の向上,生 活水準の向上が目的であった。 しか し,改善の
兆しが見受けられないのは事実である。
農業は,食料の安定供給のみならず,国 土の保全,水 源の酒養,自 然環境
の保全,良 好な景観の形成,文 化の伝承 といった多面的な機能 を有 してい
る(3)。農業は,有形,無 形の価値を創 り出す経済活動である。この点,す な
わち農業の多面的機能の適切かつ十分な発揮は,旧 農業基本法には定められ
ていなく,食料 ・農業 ・農村基本法に定められた点である。さらに,ゆ とり
やうるおい,安全や安心を重視する国民の価値観 とも一致 しよう。ちなみに
日本では,中 山間地域で多面的機能の増進につながる行為を規定 した集落や
個人に,5年 以上継続 して農業を行 うことを前提に,最大100万円が支払わ
れることになった。表12は,農林水産省農業総合研究所による試算(1999)
(3)こう した 多 面 的 機 能,外 部 経 済 効 果 の 検 証 に は,代 替 法,CVM,ヘ ドニ ッ ク
法,ト ラベ ル コ ス ト法 な どの方 法 が 用 い られ て い る。 そ れ らの 内 容,特 徴,適
用 範 囲,問 題 点 な ど につ い て は,Curnow(2001),邦文 で は,三 菱総 合 研 究所
(1999),環境 会 計 につ い て は家 串(2001)などを 参 照 。
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4.農 村 の現状 と課題
1農村 は,農 業生産の場で ある と同時 に,農 業者 を含 めた地域住民 の生活 の
揚であるが,近 年で は,若 年層 の都市部 への流 出な どに より,過 疎化 と高齢
化が進み,地 域 全体での活力が低下 して いる。高齢化 比率(4)は1960年には6.8
%(全国では5.7%)であったのが,1995年には18.3%(同14.5%)になって
いる(総 務庁 「国勢 調査」)。また,農 村(人 口集中地域以外の区域 と定義 さ
れる)の 人 口比率 は表13の ように推移 してい る。
表13農 村の人口比率
1960年
56
1970年
46
1980年
40
1990年
37
1995年
35
出所)総務 庁 「国勢調査」
特に,地理的条件から農業の生産条件が不利である上に,就業機会や生活
の利便性になどにも恵まれていない中山間地域においては,耕作放棄地の増
加や人口の自然減などが進行 し,農業の継続や地域社会の維持が困難になる
ところも現われている(5)。表14は,中山間地の農業の状況である。
食料 ・農業 ・農村基本法では,旧農業基本法では定められていなかった農
村の振興を課題 とし,農業の生産条件の整備,生 活環境の整備など福祉の向
上を課題 としている。そして,農業を国民全体 としての問題 として捉え,そ
の解決にあたっても国民参加を求めている。
図5は,都 市 と農村部の生活環境施設の整備状況である。同図から明らか
なように,農村部の生活関連施設の敷設の遅れは顕著である。
(4)(65歳以 上 人 口/総 人 口)×100で算 出 され た 。
(5)中山 間 地 に お け る事 業 展 開 の あ り方 に つ い て は,頼 平編(1992),斎藤(1999)
な どを 参 照 。
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表14中山間地域と農業の概要
地域の概要 農菊
総面積
(Hll)
(万ha)
総 市町 村
数
(H13)
総人口
(H8)
(万人)
べ口自然
減 市町村
数(H8)
高齢者比
率
(H7)
(%)
農業粗生
産 額
(Hll)
(億円)
農業就業
人 口
(H12)
(万人)4
全国① 3,729 3.228 12,526 1,973 14.5 94,718 389
中山間
地域②
2,528 1,753 1,762 1,449 21.7 34,661 且49 3
②/①
(%)
68 54 14 73 37 38
1
??
?
?
出所)蹴器 讐灘劉 纒綿蹴 鷺藁脚 難 履
し尿処理率
道路普及率
汚水処理施設普及率
上水道など普及率
ごみ収集率
・r
?
?
?
図5都 市と農村の生活環境施設の整備状況(%)
出所)自 治省 「公共施設状 況調」 1999年) ヨ
1
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に,都 市農業 に も,新 鮮 な農産 物 を供給 す る とい う役割 だ けで な く,
.な役割を果 たす ことも認識 すべ きで ある。環境の浄化,災 害の防止 な
.も,その役割が重要 であ る(中 藤,2000,p.59)。
5.WTO交 渉
の農業交渉においては,各国の農業が共存できるような公平かつ公正
物貿易ルールの確立を図ることが重要である(6)。それは経済大国であ
もに貿易大国である日本の責務でもある。
した認識の下,日 本では 「多様な農業の共存」を基本的な目標 とし,
珍面的機能への配慮 食料安全保障の確保,輸 出入国間の不公平の是
どを追求する立場か ら,「WTO農業交渉 日本提案」を1999年,WTO
した。
具体的には,以下の表15のような提案がなされることになった。
表15WTOへ の日本の提案
。律
置
持
他
提案内容
農業の多面的機能に配慮,食 料安全保障への配慮 輸出・輸入国の権利
義務関係のバランスの回復
輸出禁止 ・制限,輸 出税,輸 出補助金への規律の強化,輸 出国家 ・貿易
企業への規律強化
一定の生活水準の維持や多面的機能への配慮に基づ く関税水準の設定,
輸入国の需給実態を踏まえたアクセス水準
現行の 「緑」「青」「黄」の枠組みの維持,「黄」から 「緑」への中間点
としての 「青」の存在意義の評価,「黄」(保護削減対策)に ついては政
策運営の柔軟性を確保
遺伝子組換えについては検討の場の設定
」 「青」 「黄」 に つ い て は 、 脚 注(7)を参 照 。
詳細 につ い て は,OECD(2001),今村 ほか(1997),農林 水産 省 「農 林 水 産 物
レポ ー ト」 「WTO農業 交 渉 日本 提 案 」 な どを 参 照 。
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表16日 本の農産物輸入先の推移(単 位:百 万 ドル ゜%)
輸入額
1先進国
米国
EU
発展途上国
東・東南アジア
ア フ リカ
中 ・南 米
80年
12,560
8,070
4,489
877
4,399
3,247
244
828
90年
27,322
15,779
9,126
z,gss
11,097
9,087
570
1,276
98年
36,702
18,222
10,209
3,671
18,240
14,421
.,.
2,667
比 率
80年
64.3
35.7
7.0
35.0
25.9
1.9
6.6
90年
57.8
33.4
10.6
40.6
33.3
2.1
4.7
98年
49,6
27.8
10.0
49.7
39.3
2.6
7.3
所)UrN,MonthlyBu且letinofStatistics
このとき,市場指向的な政策転換を図ると,「黄」から 「緑」への円滑な転
をはかるための 「青」の存在は否定できない。その有効性 と存在意義は十
分に認識すべきである。そして各国が行 う政策運営の柔軟性 も認めるべきで
ある。
日本農業新聞(1999年9月16日)は,WTO-一般理事会特別会合での各国
の意見をまとめ,日本提案への各国対応を以下の表17のように分類 している。
米国などは(9),多面性を国境措置にからめない範囲内 とする,支援は 「緑
政策」の範囲内で,な どと主張 している。農業に独自の多面性が認められ
るかどうかには,国 土に制約がある日本には深刻な問題である㈹ 。 しかし,
業への高水準への補助や保護の口実になってはいけないし,多面性への便
も目的特定的な直接支払いで代替することも可能であるとい う考え方も可
である。これ らの点に関しては,多 面的機能と大きく関係する自然環境な
'の維持を含め
,よ り深い議論が今後求められる。その点で日本は,食 料 ・
(9)オー ス トラ リア も類 似 した ス タ ン ス を とっ て い る。FreemanandRobert(1999),
WohlmeyerandQuend且er(zoos)を参 照 。
O① 服 部(2000)は,山 間 部 や 中 山 間 地 に,自 動 車 工 場 は も っ て これ な い な ど と,
米 国 の ス タ ン スを 批 判 して い る。
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沙させ るこ と,例 外な き関税 を実施す るこ と,国 内支持 に関 して は,助 成
計量(AMS)を6年 間 に20%削減す ること,輸 出数量制 限 について も金額
1一スで36%,数量ベー スで21%削 減す るこ とな どが取 り決め られた。この
覧
に関して政府 は,県 レベルの事業促進政策 の策定,平 地 農業地域 において
,灌概排水施設,農 道 な どの整備,中 山間地域 に対 して は,農 業集落排水
の
.設の整備 に対 して,ウ ル グアイ ラウン ド対策費 を充当す るこ とを予定 して
}るとい う。事業の加速 度的な促進 と,効 率的で安定的 な農業経営 を図 るこ
とで,諸 条件 の整備 を総 合的に行 うこ とが求め られ る。
最後 に,ガ ッ ト,ウ ルグアイラウン ド,WTOと いった交渉以外に も,農 林
水産物 の高関税,動 植物検疫,コ メの参 入,バ イオテク ノロジー(遺 伝子組
換え)の 表 示,豚 肉 ・菜種油 ・澱粉の関税な ど,抱 える問題 は多い。 こうし
た問題 に対 して も,積 極的 な対応が求 め られてい る。
なお,各 国におけ る農産物 関税 率,日 本の農産物 の品 目分類別平均 関税率
は表18,図6の とお りであ る。
表18各国における農産物関税率の比較
農産物平均関税率 全品目平均関税率
日本 12% 5%
米国 6°/n 4%
EU 20 7%
カナダ 5% 5%
オ ー ス トラ リア 3% 10%
ス イ ス 51% 9%
ノ ル ウ ェー 124 26
韓国 62 18%
タ イ 35 29
イ ン ド 124 67
ア ル ゼ ンチ ン 33 31%
出 所)OECD(1999)"ReviewofTariffsSynthesisReport"
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6.お わ りに
以上,日本の農業の現状について,論 点を限定 しながらも幅広 く議論を進
「てきた
。具体的には,食 料,農 業,農 村 という新基本法のテーマ とWTO
渉について,分 析を試みた。最後に,こ れらの各点を中心に,今後の課題
提起することとし,帰結 としよう。
喰料自給率については,何 らかの目標率を定め,不測の事態にも備えるべ
であろう。世界最大の食料輸入国である日本には,よ り真剣な議論が必要
騰 る。世界の食料需給は,輸 出国が特定の国,地域に偏っていること,異
気象の影響を受けやすいこと,途上国の人口増加や経済成長により,将来,
'する可能性があることなどを考える必要がある。食料 自給率の問題など
',国民の食料消費のあり方にも左右されるものであり,生産,消 費両面に
たり国民参加型の議論が望まれる。そこには,政府だけでなく,生産者,
業者,消費者な どが,そ れぞれの課題の解決に向けて,連携をしながら一
となって取 り組むことが求められる。具体的には,生産者によるコス ト削
や消費者ニーズへの対応(食品の品質や安全性も含む),食品産業の事業者
よる農業分野 との連携(販 路開拓や製品開発,原 産地表示,遺 伝子組換え
品の表示,有機食品の検査認証および表示の徹底など),消費者による農業
食料への理解の促進や食生活の見直 し(栄養バ ランスの改善だけでな く,
べ残し・廃棄な ども含む),(日本の食品産業は中小企業比率が高いので)
営基盤の強化な どが求められる(m。外食産業や流通業を含む食品産業が国
au食品の表示に関するJAS法が改正され,表示対象品目が64から消費者向けのす
べての飲食料品に,有機食品に関 しても,検査認証制度が存在しなかったのが,
規格制定,第 三者認証機関の認定,表 示へと進展 した。遺伝子組換え食品に関
しても,食品中に組換えられたDNAまたはそれによって生じたたんぱく質が
存在する場合には,表示が義務付けられた。
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農業生産 法人数 も,わ ずかで はあるが増加 している。
株式会社化 も課題 の一つで ある(宮 崎,2001)。今回の新基 本法で は,現 行
の株式会社が農地 を取得 す ることは,現 行 どお り禁止 された。 しか し,農 家
や農業生産法人が株式会社化 す ることは認め られた。確 かに株式の譲渡制限
や出資制限 は残 っている ものの,事 業,出 資者や役員制限 などは大幅に緩和
され,農 業 への新規参 入への道 は開かれた。ベ ンチ ャー企業の参入や大 きな
ビジネスチャンスの可能性 も存在す る。
農村 につ いては,農 業の振 興が一義的 に求め られ よ うが,自 然,歴 史,文
化,景観 な どを大切 に し,開 かれた,個 性的で魅力 ある地域づ くり,快 適 な
社会をつ くる ことが求 め られ る。その ために,農 業 の振興 も大切で あ るが,
中山間地域 の振興 と都 市 ・農村の交流 な どの施策 は重要で ある。都市 と農村
の交流 につ いては,幸 い,生 鮮野菜 な どの供給基地,緑 や景観,リ ク リエー
1ションの場,居 住 の場 そ して防災空間 として も注 目を集めて い る。今後,
農村におけ る滞在型 の余暇活動(グ リー ン・ッー リズ ム),「市民農園」,産地
直送や伝統 芸能 ・工芸,イ ベ ン トな どを通 じた交流 の推進 が一層 求め られ る。
中山間地域 については,そ の資源 を有効 に利用 し,産 業 の振興 を図 り,就 業
機会や定住条件 の確保 が必要であ る(YandleandTerry,2001)。
一方,農村 の過疎化 と高齢化 は深刻であ る。農業生産 基盤 も重要で あるが,
交通,情 報通信,衛 生,教 育,文 化 な どを含 めた生活環境施設 の整備が求 め
られる。
WTO交 渉 につ いては,国 際的 な理解 が得 られ るよう,粘 り強 い交渉 と交渉
プロセスを公 開す るな ど,国 民的理解 の下で の交渉 が求め られ よう。 その際
に,他 国 との連携,働 きか け とともに,国 内では情報 の開示を図 り,交 渉プ
ロセスの透明化,国 民理解 の 一ドでの交渉 が期待 され る。 ただ し,ウ ル グアイ
ラウン ドを含めた経緯 今後 の展開 につ いては,別 稿 に譲 りたい(14)。
(14)直近の詳細の施策については,農林水産省の国会提出資料が有用である。
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